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1.  業務概要 

（1）概要 

 

件名 令和７年度 山地保全調査 

（森林の水源涵養機能（水資源貯留機能）における簡易評価手法に関する検討調査）

委託事業 

期間 令和 7（2025）年 5 月 1 日～令和 8（2026）年 3 月 19 日 

発注者 林野庁森林整備部治山課 

受注者 国土防災技術株式会社 東京支店 支店長 山田泰弘 

埼玉県さいたま市浦和区北浦和 2-12-11 

TEL: 048-833-0427、FAX: 048-833-0429 

担当者 大野亮一（管理）、吉島由子、赤松哲也、安藤みゆ、平あおい、 

加藤昭広（照査） 
 

（2）事業の目的 

 森林は、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防止、木材を始めとする林産物の供給等の多

面的機能を有しており、国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展に大きく貢献している。

森林の多面的機能を持続的に発揮していくためには、森林の整備・保全を推進するとともに、NPO

や企業等の多様な主体による森林づくり活動を促進する必要がある。 

 また、平成 26 年に｢水循環基本法｣が制定され、第６条に企業が健全な水循環の取組を行うこ

と、第 18 条に国が企業を含む民間団体等の自発的な活動を促進するために必要な施策を講じる

ことを定めている。令和４年 11 月には、内閣官房水循環政策本部事務局に｢企業の健全な水循環

の取組に関する有識者会議｣が設置され、これまでに４回会議が開催されている。同会議において、

健全な水循環の観点から企業等による森林づくりの取組を促進するため、水資源涵養量を企業が

簡易かつ定量的に評価できる手法（「簡易評価手法」という。以下同じ）を林野庁が整備し、令和

７年度以降に同会議に報告することとなった。 

 世界の動向としては、企業等が自身の経済活動による自然環境や生物多様性への影響を評価し、

情報開示する枠組みを構築する国際組織である TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）

が令和５年９月にTNFD提言V1.0を公表し、多くの企業が開示に取り組むことを表明しており、

企業にとって森林づくり活動の効果を定量化できれば環境保全とビジネスの両立ができる状況と

なりつつある。 

 このような状況を踏まえ、本事業は令和５年度に始まり、過年度までにこれまで蓄積された知

見や研究成果等を踏まえて、簡易評価手法を 

① 森林を管理・保全することによる定性評価 

② 森林を管理・保全することによる河川流出の低減量の定量評価 

③ 森林を管理・保全することによる水資源涵養量の定量評価 

の３階建て構想とすることとし、各階の具体的な評価方法について検討し、令和６年 11 月には

検討中の手法について幅広く意見を求めるため、セミナーを開催した。 

 令和７年度は、企業等による森林づくりの取組促進に資するため、上記②と③部分の検討を進

め、森林による水資源涵養量の簡易評価手法を策定し、その結果を提示することを目的とする。 
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（3）業務数量 

業務数量一覧を表 1.1 に示す。 

 

表 1.1 業務数量一覧 

項目 数量 
仕様書の対

応項目番号 

報告書対応 

目次 

（1）森林による水

資源涵養量の簡易

評価手法及び解説

資料の策定 

①.森林を管理・保全することによ

る定性評価 

②.森林を管理・保全することによ

る河川流出の低減量評価 

③.森林を管理・保全することによ

る水資源涵養量の定量評価 

1 式 4.（1） 2 章 

（2）森林による水

資源涵養量の簡易

評価手法の普及 

セミナー（対面 100 人規模・オン

ライン 300 人規模）を開催する 
1 式 4.（2） 3 章 

（3）検討委員会の

開催 

５名以上の有識者からなる検討委

員会を開催する。 
3 回 4.（3） 4 章 

（4）報告書及び報

告書の概要の作成 

（1）～（3）について、報告書にと

りまとめる。 
1 式 4.（4） 5 章 

 

 

（4）業務工程 

本業務における工程を示す。 

 

 

  

（０） 計画準備

（１）森林による水資源涵養量の簡易評価手法
　　　及び解説資料の策定

①森林を管理・保全することによる定性評価

②森林を管理・保全することによる定量評価

③水資源涵養量の定量評価

（２）森林による水資源涵養量の簡易評価手法
　　の普及（セミナー準備・運営）

（４）検討委員会の開催 3回程度

　　委員との勉強会（Web） 2回程度

（５）報告書及び概要版の作成

　　解説資料英語版の作成

　　エクセルシートの作成

打合せ・協議

履行期限：令和8年3月19日

業務内容
令和8年　2026年 特記

指定8月 9月 10月 11月 12月5月 7月6月 1月 2月 3月

セミナー
11/28

Web勉強会
8/21

Web勉強会
12/19

第１回
6/19

第２回
11/6

第３回
2/27

第１回
5/16

第２回
6/13

第３回
9/12

第４回
10/24

第５回
11/4

Web勉強会
10/24

第６回
2/25
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（5）業務フロー 

本業務における業務フローを図 1-1 に示す。 

 

 

 

図 1-1 業務フロー 

 

  

（１）森林による水資源涵養量の簡易評価手法及び解説資料の作成

（３）第二回検討委員会・2025年11月6日 対面・Web併用

計画・準備

業務完了

セミナー開催（2025年11月28日）

（３）第一回検討委員会・2025年6月19日 対面・Web併用

照査

照査

照査

照査

打合せ③

打合せ②

打合せ①

①森林管理・保全の定性評価

・パネリスト選定と調整

・会場確保

・宣伝広報資料作成

・オンライン配信準備

・プレスリリース対応

②河川流出低減量の定量評価 ③水資源涵養量の定量評価

R6作成「森林の施業と多面的
機能に関する資料」を更新

• セミナー質問・要望への対応
• 「４章改善点」への対応
• 裸地カーブナンバーの再検討
• 計算エクセルシートの作成

• 蒸発散モデルの補正係数
• VWBワーキングとの連携
• SWAT, GETFLOWS勉強会（Web）

『森林による水源涵養量の簡易評価手法の解説資料（案）』 の更新（6～7月）
セミナーの開催準備

照査

打合せ④

解説資料の英語版作成（12～1月）

（３）第三回検討委員会・2026年2月27日 対面・Web併用

第１回勉強会（Web）：専門家ヒアリング結果の確認と修正方針決定（8～9月）

専門家ヒアリング：２～３名程度を想定（8月）

（２）簡易評価手法の普及

（４）報告書及び報告書の概要の作成

打合せ⑤

過年度までの内容整理、今年度の方針作成

『森林による水源涵養量の簡易評価手法の解説資料（案）』 の更新（9月）

第２回勉強会（Web）：セミナー振り返りと公開後の活用、英語版について（12月）
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2.  森林による水資源涵養量の簡易評価手法及び解説資料の策定 

 

（仕様書） 

 令和５年度及び６年度の本事業調査による検討やヒアリング等の結果を踏まえ、企業等の

担当者自らが実施する水資源涵養量の評価において、森林管理等の効果を簡易かつ定量的に

評価・提示することができるように以下の①から③の内容を含む、森林による水資源涵養量の

簡易評価手法を完成させるとともに、その取扱方法や留意点を整理した解説資料（本体（80

ページ以内）及び概要版（20 ページ以内）について、それぞれ日本語版及び英語版）を作成

する。また、年間降雨量等の必要なデータを入力すれば、水資源涵養量等が算出可能となるエ

クセル等の計算シートを作成する。 

① 森林を管理・保全することによる定性評価 

② 森林を管理・保全することによる河川流出の低減量の定量評価 

③ 森林を管理・保全することによる水資源涵養量の定量評価 

 また、簡易評価手法の検討に当たっては、自治体・企業・研究者等からのヒアリングを実施

することにより改善点等を取りまとめ、その結果も踏まえて簡易評価手法や解説資料を策定

することとする。 

 なお、ヒアリング先の選定については、十分な時間的余裕をもって林野庁担当者に提示し、

了解を得た上で進めることとする。 

 さらに、簡易評価手法が TNFD 等の情報開示に活用できるものとなるよう、TNFD 等に精

通した専門家から適宜アドバイスを受けるものとするとともに、具体的な森林を対象として、

既存の評価手法との比較も行う。 

 

 

 専門家ヒアリング 

 解説資料の内容について、第三者的な視点からアドバイスをいただくため、外部専門家へのヒ

アリングを実施した。ヒアリングは TNFD や CDP 等に知見を持つ専門家１名と、森林水文学の

知見を有する専門家２名、計３名を対象とした。 

 

（1）TNFDや CDPに関する専門家へのヒアリング 

 本事業の簡易評価手法をより汎用的に活用してもらうために、水環境を取り巻く世界的な動き

である TNFD、CDP といった企業情報開示の枠組みの中で、簡易手法を使ってもらうにはどうし

たらよいか、という視点が重要である。 

 TNFD の専門家として、MS＆AD インシュアランスグループ サステナビリティ推進部 TNFD

専任 SVP である原口 真氏に 6/4 ヒアリングを実施した。 

 ヒアリング内容の詳細は、巻末資料に掲載した。 

 

（2）原口真氏のヒアリング内容要約 

日時：令和 7 年 6 月 4 日（10:00～11:05） 

形式：Web ヒアリング 

専門家：原口 真（MS＆AD インシュアランスグループ サステナビリティ推進部 TNFD専任 SVP） 

1. TNFDの基本的考え方 
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 従来の環境評価（ISO14000 等）はネガティブインパクト削減を重視していたが、TNFD は生

態系サービスへの依存とその継続性を重視する。企業は、生態系サービス（例：水資源）への依

存を事業リスクとして認識・開示する必要がある。 

 投資家に向けた開示では、受けている生態系サービスに対して維持投資が十分かを定量化して

示すことが求められる。 

2. 日本企業の現状と課題 

 多くの企業は「日本は水ストレスが低い」と認識し、上流の森林荒廃によるリスクを理解して

いない。サントリーのように井水利用企業は水源への意識が高いが、他社は「水道局から買って

いる」という認識に留まっている。森林荒廃による機能低下を流域単位でマップ化（可視化）で

きれば、企業の関心を高められる可能性がある。 

 東大・沖先生らが開発中の「アジアモンスーン地域水ストレスマップ」を、導水やインフラ操

作も加味した新しい指標として紹介いただいた。 

3. 簡易評価手法への期待と利用可能性 

 現時点では、企業は山側リスクを深く評価しないため、解説資料は導入部資料として活用され

ることが想定される。企業が「どの流域から水を得ているか」を示す資料があれば有用。トヨタ

やソニーなど製造業が山への投資必要性を理解するには、流域マップによる可視化が有効。 

 既に森林を所有する企業（住友林業、王子製紙、三井物産等）は、炭素以外の非財務価値（水資

源・流出抑制など）を投資家へ説明する共通手法として歓迎する可能性が高い。 

4. 社会実装・普及に向けた提案 

 森林と裸地の「水資源涵養量の差分」を示すことで説得力が増す。「環境省の見える化ツール」

とのインターフェース統一が望ましい。流域ごとに水リスクを「高・中・低」で色分けする程度

のシンプルなマッピングが有効。精緻なモデルよりも、一級河川流域界レベルの簡易マップが企

業には使いやすい。 

 TNFD 採用企業は約 160 社、CDP 回答企業は約 2000 社に達しており、CDP 対応への応用が

普及促進の鍵になると指摘。 

 

（3）水文学に関する専門家へのヒアリング 

 簡易評価手法は、これまでの日本の水文学専門家からすると目新しい内容でもあり、初見で理

解しにくい部分がある。そのような反応は R6.11 に開催したセミナーでも見受けられた。 

 このことを踏まえ R6 第３回検討委員会で、第三者の水文学専門家を対象としたヒアリングを

行い、簡易評価手法とその組み立てについて意見をいただくのがよいのでは、との指摘をいただ

いた。 

 ヒアリングした水文学の専門家は、鈴木雅一先生、中村太士先生である。 

 両先生のヒアリング内容の詳細は、巻末資料に掲載した。 

 

（i）鈴木先生のヒアリング内容要約 

日時：令和 7 年 8 月 5 日（13:30～15:50） 

ヒアリング形式：対面 

場所：京都駅前ステーション 302 

専門家：鈴木雅一（東京大学名誉教授） 
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① 評価目的の明確化 

 「水源涵養量」そのものを評価するのか（A）、あるいは活動前後の「変化量」を評価するのか

（B）を明確にすべき。変化量は小さい場合が多く、見えにくい可能性がある。事業目的からは「活

動前後の変化評価」が重要と読み取れる。 

 → スライド 34「なにを定量化するのか」をあらたに作成 

② 説明・表現の工夫 

 森林保全活動の種類（短期的に変化が明瞭なもの／長期的なもの）を整理して提示する。「森林

を維持しないと劣化する」というメッセージ性が必要。 

 → Q&A（水資源涵養量）、Q&A（水文）でそのニュアンスを記載 

③ モデル比較と定義の検討 

 現状 1 つのモデルを提案しているが、複数モデルの比較・レビューが望ましい。「水資源涵養

量」の定義自体は妥当。降水－直接流出－蒸発散の残りを利用可能水量とする考え方は有効。 

 → 今後の継続的なアップデートを予定するかどうか。。。 

④ 水文要因と説明強化 

 地質・地形・植生・気象などの要因を整理し、それらが水資源涵養量に及ぼす複合的影響を明

記すべき。森林には「蒸発散による減少効果」と「貯留による増加効果」の両面がある。 

 → スライド 37「降水量の分配過程とその関与因子」をあらたに作成 

⑤ カーブナンバー法の採用理由 

 パラメータ 1 つで簡便だが、学術的位置づけ（分数関数モデル）を説明すること。対象イベン

トの設定方法・フィルタ条件（小雨除外など）の妥当性を再検討するとよい。 

 → スライド 48「流出解析にカーブナンバー法を選定した理由」をあらたに作成 

⑥  蒸発散モデル 

 単木モデル（Tsuruta モデル）は相対変化の把握に有効だが、絶対値精度には課題。Sawano

（2015）モデルとの比較をするとよい。温暖化影響（気温上昇による蒸散増加）にも活用可能。 

 → Sawano との比較は未対応。蒸散モデルについて専門家向けスライドとして、スライド 74

「蒸散モデル：ヒノキ林以外への応用」、スライド 75「蒸散モデル：樹液流速法と渦相関法によ

る蒸発散の比較」をあらたに作成 

⑦ マッピングの活用 

 月単位気象グリッドデータによる涵養量の地図化（GIS）を今後の課題として推奨。教材的価値

も高い。Yamaura（2021）を参考事例として紹介いただいた。 

 → 未対応 

⑧ 評価指標の本質 

 「水量」だけでなく、「水需要」や「流出の安定性」を考慮すべき。森林の価値は単純な水量で

なく、供給安定性・貯留機能にある。 

 → 未対応 

⑨ 総括 

 モデル選定・説明強化・比較検討・可視化（マップ化）については、段階的に進めていく方針で
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よいのではないか。現行モデルのまま、まずは公開し、その後に比較・補強していく進め方で問

題ないとの見解を示された。 

 

（ii）中村先生のヒアリング内容要約 

日時：令和 7 年 8 月 26 日（9:30～11:00） 

形式：Web ヒアリング 

専門家：中村太士（北海道大学教授） 

1. 評価の位置づけと方向性 

 算定した涵養量はオンサイト（自流域での還元）かオフサイト（他流域との取引）かを明確に。

企業がウォーターポジティブを目指す上で、量＋質（クオリティ）の両面に配慮することが重要。 

 解説書では、企業が水を考慮する意義をわかりやすく伝えるフローチャート形式の構成が望ま

しい。 

 → オンサイト/オフサイトは未対応。フローチャートはスライド 4 に追加 

2. 用語・比較設定の整理 

 「自然林」ではなく、「人工林放置林」「荒廃人工林」などの表現を使用すべき。「裸地」は、伐

採直後ではなく土壌が失われた状態を指すことを明記。比較の基準（ベースライン）は、自然林

ではなく放棄人工林を採用し、そこからの改善効果を評価するのが現実的。 

 森林管理＝蒸発散量を減らして涵養量を増やす、という誤解を招かないよう注意が必要。 

 → 想定している裸地についてスライド 59 に詳しく記述。 

3. 結果の活用（出口戦略） 

 「水資源涵養量」の算定を面的マップ化（見える化ツール）へ展開し、TNFD 対応にも活用で

きる。企業の CSR・環境報告書・TNFDレポートや、自治体の森林環境譲与税活用の効果説明資

料としての利用を想定。企業が活動を進めるには、「クレジット化→価値付与→経済連動」の 3 段

階が重要。また、チェック機構の設置と制度的枠組みが必要にもなる。 

  クレジットの例：管理放棄林＝2 → 改善林＝5 → 差（3）を価値化する。 

 → 今回の資料ではクレジット化までは踏み込まないが、関連する内容を Q&A（活用方法、ク

レジット化）に記載 

4. 社会的効果・リスク配慮 

 「年○mm の涵養」だけでなく、「ピーク流量低減」「土壌保全」などの複合効果も PR に有効。

企業が森林管理する際には、崩壊リスクの低い場所が推奨される。林野庁「森ナビ・ネット」な

ど既存のマッチング制度も活用可能。 

 → 「ピーク流量低減」には非対応である旨を Q&A（水文）に記載。ピーク低減は今回の簡易

評価手法で取り扱うことは難しい。 

5. 総括 

 この評価手法は「企業活動による水資源貢献の見える化」を目的とし、CSR や TNFD等の環境

価値への転換（クレジット化）を見据えた設計が望ましい。出口戦略を資料内で明示し、企業・

自治体双方が使える仕組みに発展させる必要とよいのではないか。 
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 解説資料の作成 

 

 概要 

 令和 5～6 年にかけて構築してきた水源涵養機能の簡易評価手法について、その内容及び使い

方を平易に説明した解説資料（パワーポイントのスライド形式）を作成した。 

 日本語版で作成した後、内容を英語に翻訳し、英語版資料を用意した。また、全体の内容を絞

った概要版（20 スライド）も日本語版と英語版それぞれを作成する。 

⚫ 解説資料（日本語、118 スライド） 

⚫ 解説資料（英語、118 スライド） 

⚫ 概要版（日本語、20 スライド） 

⚫ 概要版（英語、20 スライド） 

 解説資料は４つの章より構成される 

１章 森林の多面的機能と森林づくり活動 

２章 林地からの直接流出量の算定 

３章 林地からの蒸発散量の算定 

４章 林地の水資源涵養量 

 

 解説資料の全体は巻末に掲載した。 

 目次構成を以下に示す。 
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 解説資料で考慮する項目①～③についての整理 

 特記仕様書に記載されている解説資料作成にあたって考慮すべき項目①～③について、以下の

方針で作成にあたった。 

 

（1）①森林を管理・保全することによる定性評価 

 森林を管理・保全することによる水源涵養機能やその他の森林が発揮する機能を定性的に評価

するための考え方や方法を提示する部分が①である。①については、R6 年度に事務局が作成した

内容を林野庁内で精査し、用語等の使い方がこれまで林野庁が作成・利用してきたものと齟齬が

ないかの確認がなされた。 

 林野庁での確認を終えたスライド資料が R6 成果として納品されていることから、これをベー

スに内容の更新を検討する。なお解説資料は、林野庁治山課の名前で公開予定の資料であり、既

存の林野庁公開資料とのバランスを取ることにも留意し、治山課だけでなく林野庁内の整備課ほ

かの他課においてもチェックをいただいた。 

 

（2）②森林を管理・保全することによる河川流出の低減量の定量評価 

 令和５～６年度事業で、２階と呼んでいた部分である。 

 VWB 指標の１つでもあるカーブナンバー法を使い、流域からの直接流出量の算定を行う。流

量の算定を行い、それに伴って流出量の低減が算定できるものであり、この部分で直接的に水資

源涵養量が算定できるものではない。解説資料スライドの 39～61 に具体の記載を記載した。 

 

（i）R6セミナー（2024.11.29）後に寄せられた質問・要望への対応 

 森林効果の定量指標の１つとしてカーブナンバー法を使った低減量の計算例を R6.11.29 のセ

ミナーで紹介したところ、それに対する意見・コメントが多く寄せられた。 

 これら意見に対して、表 2-1 に記された内容で対応を行った。 

 

表 2-1 R6（2024.11.29）セミナーでの質問・要望 

概要 対応方針 

セミナーの開催 3に詳述。 

エクセル/アプリの作成 カーブナンバー法部分の計算が実行で
きるエクセルシートを作成した。 

どの要素が精度に効くのか 感度分析を実施した。 

森林管理、目標林型とのつながり 施業の効果評価には用いない、という
原則を定め、解説資料に明記した。 

 

（ii）R6第３回委員会での篠原委員指摘事項への対応 

 解説資料の４章（２階）部分について、篠原先生から指摘を受け、R7 年度に積み残しとなった

のは以下４項目である。これら指摘について以下の対応を行った。 
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1）カーブナンバー決定に用いるデータ 

 適用範囲が，S >= P－Q なので，それ以外のデータは排除した方が良い。理論上，S が負とい

うのもあり得ないので，データを排除した方が良い。 

→ 排除したデータで再計算を実施した。 

 

2）裸地のカーブナンバー 

 裸地流域のデータが１流域あるので、少なくとも花崗岩ではそのデータと整合しているかどう

かは確かめた方が良い。 

→ 裸地流域データが月単位データであり、解析が困難であった。 

 

3）積算降水量とカーブナンバーの関係 

 積算降水量が増えると，カーブナンバーが小さくなる傾向があるので，考慮する必要があるか

（考慮した場合，最終的な計算結果が大きく変わるか），検討した方が良い。 

→ CN 値の降水量依存を考慮し、固定値ではなく回帰式で CN 値を決定するように変更した。 

 

4）早見表 

 年降水量とイベント降水量の関係は地質毎に取る必要はなく，全地質共通で作成すべき。また，

イベント総降水量と総流出量の関係にカーブナンバーを使う必要はなく，あてはまりのよい近似

式を使った方が良い。 

→ 全地質共通で線形近似による回帰線での計算に変更した。 

 

（iii）裸地カーブナンバーの再検討 

 R6 検討では裸地のカーブナンバーとして暫定的に CN=100 が採用された。VWBA の考え方で

は裸地と森林を比較し、両者差分を森林による効果水量とすることから、裸地の CN 値をどう設

定するかは重要である。 

 当初は裸地におけるカーブナンバー値の設定方法を検討したが、流出データが少ないことから、

裸地向けの CN パラメータ値を決定することは見送ることとした。 

 方法としては、裸地（はげ山）からの年間直接流出量は年降水量比 0.50 で算定する。解説資料

スライド 59 に詳細を記載した。平成 13 年 11 月の三菱総研報告書「地球環境・人間生活にかか

わる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」によれば、裸地（はげ山）で

の降雨分配は、蒸発が約 40%、降雨直後の表面流出約 55%、貯留約 5%とされ、その上で、裸地

における貯留量は 10%とされている。これらの分配率に基づき、裸地からの直接流出率は年降水

比 0.50 を採用した。この場合、年間の水収支で直接流出 50%＋蒸発 40%＝90%となり、貯留率

（＝水資源涵養量）10%となり、次項（3）(i)に記す裸地における水資源涵養量 10%とちょうど

釣り合う比率となる。 

 

（3）③森林を管理・保全することによる水資源涵養量の定量評価 

 令和５～６年度事業で、３階と呼んでいた部分である。 

 ③水資源涵養量の定量評価手法は、おもに五味委員長と篠原委員が中心となって策定した蒸発
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散モデルを使う。昨今の森林水文学の研究成果をベースに組み立てられている。解説資料では３

章（スライド 62～88）に具体を記載した。 

 

（i）裸地の水資源涵養量について 

 平成 13 年 11 月の三菱総研報告書によれば、裸地（はげ山）での貯留量は 10%とされており、

簡易手法で用いる裸地の水資源涵養量は同じ 10%を採用する。すなわち年降水量比 0.10 を水資

源涵養量とみなす。 

 

（ii）施業の効果評価について 

 R6 業務で作成した解説資料「5.5（参考検討）施業効果の評価と森林管理シナリオの例」につ

いては、その後再検討となり、委員および発注者とも協議の上、簡易評価手法において施業効果

を評価することは対象外とすることになった。 

 評価対象外とした理由は、解説資料スライド 100「水資源涵養量に関する留意事項#1」の 3. 間

伐等の森林整備効果は評価対象外、に記載している。以下にその部分を掲載する。 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

３．間伐等の森林整備効果は評価対象外 

本手法における成長した林分は間伐等の森林施業が適切に行われていることが前提であり、

その流出特性についても総体として森林施業が影響している。一方で、本手法による水源涵養

量は簡易性を最優先して構築したものであり、個々の森林施業の効果を詳細に評価できるもの

ではない。具体的には、間伐等の森林整備による上層木の蒸発散量の変化は評価可能である一

方で、間伐に伴う土壌水分条件の変化による降雨時の直接流出割合の増減、林床面蒸発の変化、

下層植生の発達に伴う土壌浸透能の向上など、より複雑な水文過程の変化には対応していない。 

（解説資料スライド 100 より掲載） 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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 解説資料の修正 

 

（1）R7セミナー（2025.11.28）後に寄せられた意見の整理 

 セミナー後に関係者から寄せられた意見を整理し、解説資料の修正方針を検討した。 

 水資源涵養量の社会実装にあたっては、適用範囲の明確化、科学的不確実性の説明、誤用防止

の観点からの情報整理が重要、との意見が多い。 

 

（i）全体整理 

 セミナーで公開した水資源涵養量に対する外部からの評価は、社会実装ニーズの高さと、誤用

防止および科学的限界説明の必要性の双方を指摘する内容が中心であった。企業側からは、簡易

性と実務利用性について高い評価が示され、KPI 設定や森林面積目標の検討に活用できる可能性

が指摘されている。 

 一方、研究者および一部企業からは、以下の懸念が示されている。 

・森林施業効果評価への誤用（例えば間伐） 

・林分情報なしでの評価によるグリーンウォッシュ懸念 

・蒸発散推定、地下水涵養評価等に関する科学的不確実性 

 特に、本手法は森林施業の効果を評価するツールではなく、現況森林の水資源涵養機能を可視

化するためのツールであることを明確に説明する必要がある。 

 

今回特に強く出ている論点 

① 施業効果の評価は対象ではない 

② 適用対象は成熟林 

③ 数値は参考値 

④ 活動説明とセット 

⑤ 社会実装価値は高い 

 

（ii）意見の大分類 

 寄せられた意見は、以下の 5 区分に整理できる。 

（a）社会実装・企業ニーズ 

（b）科学的妥当性とモデルの限界 

（c）誤用・グリーンウォッシュ懸念 

（d）適用範囲の明確化 

（e）将来研究・発展への期待 

 

（a）社会実装・企業ニーズ 

 簡易評価であることは導入障壁を下げるが、企業にとっての経営価値との接続が弱い場合は、

導入優先度が下がる可能性があるとの指摘もある。 

1) ポジティブ評価：本手法は、専門知識がなくても計算可能であり、KPI 設定や森林面積目標の
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検討に活用できる点が評価されている。企業にとって、目標達成に必要な森林面積を可視化で

きる点は有用と評価されている。 

2) 一方の現実的課題：企業によっては、環境施策が売上や企業価値に直接結びつくかが重要であ

り、環境施策の優先順位は限定される可能性がある。また、水単独での価値取引は困難であり、

カーボン等との統合評価が主流になる可能性が指摘されている。 

3) 重要示唆（政策側）：本手法の政策的意義は以下に整理できる。 

・企業教育ツール 

・情報開示支援ツール 

・森林活動参加促進ツール 

 

（b）科学的妥当性とモデルの限界 

 蒸発散推定、地下水涵養、流出配分等について簡略化に伴う不確実性が存在し、透明性の確保

が重要と指摘されている。 

1) 蒸発散関連：蒸散量は過小評価となる可能性があり、林床蒸発を考慮すると将来的に涵養量が

減少する可能性がある。 

2) 過大評価傾向：森林の密度や施業、降水条件によっては、涵養量を過大評価する可能性がある。 

3) 深部浸透・地下水系：基底流のみではなく、地下水系への涵養を含めた概念整理が必要との指

摘がある。 

4) 森林整備の影響：森林整備は蒸発散だけでなく流出配分にも影響し、CN 値を変化させる可能

性がある。 

 

（c）誤用・グリーンウォッシュ懸念 

 林分情報なしでの評価（簡易モード）の利便性は高いが、誤用リスクの主要要因でもあるとの

指摘がある。 

1) 主な懸念：林分情報なしでの評価（簡易モード）は、グリーンウォッシュにつながる可能性が

あるとの指摘がある。 

2) セミナーでの指摘：施業評価に使われる可能性や、皆伐が有利と誤解される可能性が指摘され

ている。 

3) 実務的整理：定量値は参考値とし、定性説明とセットで活用する必要がある。TNFD 等で利用

する場合も、前提条件と限界を明示する必要がある。 

 

（d）適用範囲の明確化 

 成熟林対象、100ha 以下対象、裸地定義等の前提条件を明確に示す必要がある。 

1) 対象：成熟林（樹冠閉鎖状態）、面積が 100ha 以下 

2) 対象外：皆伐跡地、幼齢林、草地など 

3) 裸地比較の注意：裸地は下層植生もない完全な裸地を想定しており、伐採直後の林地とは異な

る概念である。 
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（e）将来研究・発展への期待 

 広葉樹データ整備、GIS 連携、流域スケール展開等への期待がある。 

1) 研究系：広葉樹蒸発散データ整備、地下水涵養評価精緻化など 

2) 社会実装系：GIS 統合、流域スケール展開など 

 

 

（iii）改善に向けた提案 

 

提案① スライド追加：簡易手法の誤用防止に関する独立スライド 100, 101 を追加 

提案② 用途マトリクス 

 簡易手法の適用用途の整理として、以下のマトリクスを提示する。 

用途区分 適用可否 留意事項 

現況森林の涵養量把握 適 主たる目的用途 

企業活動の説明資料 適 活動の定性説明と併用する 

KPI 設定 適 活動面積の評価用途など 

森林施業効果の評価 不適 本手法の対象外 

流域水収支の評価 不適 モデル前提外 

洪水緩和機能の評価 不適 本手法の対象外 

皆伐地の評価 不適 適用外条件 

幼齢林の評価 不適 観測データ不足 

 

提案③ 企業向け活用サマリーの別途作成 

・水リスク説明補助指標 

・TNFD 説明補助 

・社員教育用途 

 

 別冊資料で「企業向け活用サマリー」を提示 
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（2）おもな修正内容 

 セミナー後に収集されたアンケートや委員および発注者からの指摘に基づき、主に以下の修正

を加えた。 

 

（i）移動させたスライド （スライド番号は 11月のセミナー時のもの） 

スライド 62→52 の次へ 

スライド 63→55 の次へ 

 

（ii）削除したスライド：６枚 （スライド番号は 11月のセミナー時のもの） 

スライド 41, 44, 66, 97, 98, 99 

 英語版のチェックをしてくださったサイドル先生より内容の重複が多い、という指摘があった。 

 重複スライドを個別に判断し、計６枚を削除した。 

 

（iii）新規挿入したスライド：４枚 （スライド番号は最新のもの） 

スライド 96（4.2 まとめ） 

スライド 100（留意事項#1） 

スライド 101（留意事項#2） 

スライド 118（Q&A 7/7） 

 

（iv）おもな書き換え項目 

 ・セミナー後に寄せられた意見（アンケートおよび委員指摘）への対応。次項（３）参照。 

 ・混交林の場合の考え方と計算法を追加（スライド 118 Q&A） 

 ・藤田班長の修正指示箇所 

 ・矢野係長の修正箇所（森林計測の解説スライド） 

 ・モード名称の変更 

   ・【簡易】モード → 【試算】モード、[Trial] mode 

   ・【詳細】モード → 【通常】モード、[standard] mode 

 ・上記内容について、日本語版と英語版の双方に修正を加えた。 
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 エクセル計算ツールの作成 

 カーブナンバー法を使った流出低減量の算定部分を簡易に計算できるエクセルシートを作成し

た。 

 

 操作説明動画の作成 

 ユーザーの便をはかるため、エクセル計算ツールの操作説明動画を作成した。 

 動画は 4 分 17 秒の長さで字幕説明を持たせ、以下の内容を含む。 

 

  

  

  

エクセル計算ツール操作説明動画（開始～1 分 50 秒までの部分キャプチャ） 
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エクセル計算ツール操作説明動画（2 分 8 秒～4 分 17 秒までの部分キャプチャ） 
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 エクセル計算ツール説明資料の作成 

 『エクセル計算ツール留意点および説明資料.pdf』として、エクセルファイルのダウンロード時

に一緒に配布する説明資料を作成した。 

 配布 PDF に本項 2.3.2と次項 2.3.3の内容を盛り込んだ。 

 本ツールはマクロ（VBA）を含みます。 

 インターネットよりダウンロードしたマクロ付きエクセルファイルは、セキュリティ上の懸

念からマクロ機能がブロックされた状態となります。下記を参考にブロックを解除の上、ご

利用ください。 

 利用者様の環境によっては、ユーザーによるブロック解除が制限されている場合があります。

その場合は管理者にご相談ください。 

 本ツールの開発は Windows 上で、Microsoft 365 Office 版の Excel を使い、動作確認をし

ています。365 Office 版以外では Microsoft Excel 2016 でも動作を確認していますが、バ

ージョンの違いにより一部機能・関数が制限される可能性があります。 

 macOS 上での動作も確認していますが、Windows と同様レベルの検証はしていませんの

で、不具合が生じる可能性があります。 

マクロ付きエクセルを実行するためのブロック解除手順 

インターネットからダウンロードしたマクロ付きエクセルファイルは、そのままではブロックさ

れてマクロの実行ができません。下記手順で解除をお願いします。 

 

① エクセルファイルを開いている場合は、閉じます 

② エクセルファイルの「プロパティ」を表示します。 

以下の③,④,⑤を実行します。 

 

 

 

  

⑤「OK」を 
押します。 

③「許可する」を 
チェックします 

④「適用」を 
押します。 
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 エクセル計算ツールの内容 

 

 

本ツールは、日本国内の森林を対象として開発されています。 国外の森林は対象外となるので注意してください。

Ver.1.0   2025.11 このシートはユーザー入力セル以外のセルが保護されています。

計算種別を選択 2006 年 4 月

ユーザー入力セル

自動計算セル

入力

1814 mm/年 年 月 平均気温(℃) 降水量(mm/月) 着葉1/落葉0 有効積算温度（着葉）着葉判定有効積算温度（落葉）落葉判定 総合判定

中古生代 2006年 4月 8.7 91.6 1.0 202 0.3 -278 0.0 0.3

1-3. 降水量の標高補正をしますか？ はい 2006年 5月 14.6 194 1.0 375 1.0 -121 0.0 1.0

1-4. 降水量観測点の標高 325 m 常緑針葉樹 2006年 6月 18.2 208.2 1.0 475 1.0 -5 0.0 1.0

1-5. 対象林地の標高 380 m 783 本/ha 2006年 7月 21.3 333.1 1.0 585 1.0 89 0.0 1.0

32 cm 2006年 8月 23.3 98.8 1.0 627 1.0 131 0.0 1.0

1861 mm/年 18 m 2006年 9月 19.7 211 1.0 516 1.0 36 1.0 1.0

1066 mm/年 0.84 ha 2006年 10月 15.5 230.4 1.0 401 1.0 -95 1.0 1.0

2006年 11月 10.6 86.3 1.0 244 1.0 -236 0.7 0.7

2006年 12月 5.7 160.8 1.0 99 1.0 -397 0.0 0.0

はい 2007年 1月 0.7 51.1 1.0 -26 0.0 -522 0.0 0.0

はい 2007年 2月 2.7 76 1.0 11 0.0 -437 0.0 0.0

325 m 2007年 3月 5.1 73 1.0 92 0.0 -404 0.0 0.0

380 m

298 mm/年 726 mm/年

931 mm/年 イベント降水量に対する流出率0.50 837 mm/年 年 月 平均気温(℃) 降雨量(mm/月) 降雪量(mm/月) 蒸散＋遮断 蒸散量 遮断量

632 mm/年 裸地(はげ山)の場合 186 mm/年 年降水量の１割 2006年 4月 8.3 94.0 0.0 0.0 15.1 45.1 29.8 15.4 33.8

651 mm/年 2006年 5月 14.2 199.0 0.0 0.0 31.9 70.2 37.7 32.5 96.9

2006年 6月 17.8 213.6 0.0 0.0 34.2 75.5 40.6 34.9 103.9

0.84 ha 面積を記入すると水量換算 0.84 ha 面積を記入すると水量換算 2006年 7月 20.9 341.7 0.0 0.0 54.8 101.4 45.6 55.8 185.6

m3が算出されます m3が算出されます 2006年 8月 22.9 101.4 0.0 0.0 16.2 64.5 47.9 16.6 20.6

2,505 m3/年 6,101 m3/年 2006年 9月 19.3 216.5 0.0 0.0 34.7 77.6 42.3 35.4 104.1

7,817 m3/年 7,028 m3/年 2006年 10月 15.1 236.4 0.0 0.0 37.9 77.4 38.8 38.6 121.1

5,312 m3/年 裸地(はげ山)の場合 1,563 m3/年 2006年 11月 10.2 88.5 0.0 0.0 14.2 46.4 31.9 14.5 27.9

5,465 m3/年 2006年 12月 5.3 165.0 0.0 0.0 26.4 54.2 27.2 27.0 84.3

※ここでの裸地は不毛岩石地(はげ山)と呼ばれる森林土壌が失われた状態を想定しています。 2007年 1月 0.3 17.5 34.9 34.9 8.4 35.7 21.4 14.3 8.3

　皆伐直後の地表に森林土壌や伐根が残っている状態とは異なります。 2007年 2月 2.3 48.4 29.6 29.6 12.5 39.0 21.4 17.6 26.4

※2019年度の一般家庭における1人当たりの生活用水使用量は年間約100m3です。 降水量 直接流出量 蒸発散量 水資源涵養量 2007年 3月 4.7 72.1 2.8 2.8 12.0 39.2 26.5 12.7 23.7

（出典：令和4年版　水資源の利用状況　国土交通省 水管理・国土保全局 水資源部） 1861 298 726 837 1861 67 67 298 726 837 1861

100% 16% 39% 45%

※1 直接流出量は年単位で算出されている。

　   月別の流出量は月降雨量+月融雪水量と年降水量の比を用い、

 　  按分による値で作成している。

1-1. 年降水量

項目

1-2. 地質区分

林地の水資源涵養量計算ツール

項目

蒸発散量の計算

関東甲信(東京、栃木、群馬、埼玉、茨城、千葉、神奈川、長野、山梨)

入力

📝  計算開始年・月

📝  年降水量と地質 📝  気象情報⁴  試算（年単位）

蒸発散量(通常モード・月単位)の計算

1-7. 年間のイベント積算降水量

1-9. 裸地(はげ山)：年間の直接流出量

⁴  通常（月単位）

2-10. 対象林地の標高

直接流出量の計算

▼ 計算結果 ▼ ▼ 計算結果 ▼

林地の場合

1-6. 標高補正後の年降水量

林分情報

標高 2-2. 林地タイプ

2-3. 立木密度

2-6. 対象林地の面積

2-7. 降水量を降雨と降雪に分離しますか？

標高

2-16. 年蒸発散量

2-17. 水資源涵養量

2-18. 水資源涵養量

2-11. 年蒸発散量

2-12. 水資源涵養量

2-13. 水資源涵養量

2-14. 差分：林地－裸地(はげ山)

2-8. 気温の標高補正をしますか？

2-9. 気温観測点の標高

📝  気温補正と雪の処理

2-1. 対象林地がある場所

2-4. 平均胸高直径

2-5. 平均樹高

着葉/落葉判定計算入力

1-10. 差分：裸地(はげ山)－林地

1-8. 林地：年間の直接流出量

年間

1-14. 差分：裸地(はげ山)－林地

1-11. 対象林地の面積 2-15. 対象林地の面積

林地の場合
1-12. 林地：年間の直接流出量

1-13. 裸地(はげ山)：年間の直接流出量

▼ 計算結果まとめ （年単位 mm/年）▼

2-19. 差分：林地－裸地(はげ山)

▼ 計算結果まとめ （月単位）▼

水資源涵養量

(mm/月)

蒸発散量(mm/月)直接流出量※1

(mm/月)

融雪水量

(mm/月)

気象データ

？

？ シームレス地質図

アメダス地図

地理院地図
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着葉/落葉のセルは、仕様上入力可能になっていますが、いずれかのユーザー入力

セルの値を変更すると再度自動で着葉/落葉判定を行い、数字が上書きされます。
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（1）各セクションの概要 

 本ツールを構成する各セクションの概要を表 2 に示す。 

表 2 計算ツールの各セクションの概要 

No セクション名 出力されるもの 

1 直接流出量の計算 林地の直接流出量、裸地の直接流出量 

2 蒸発散量の計算 
林地の蒸発散量・水資源涵養量、 

裸地の水資源涵養量（年単位） 

3 蒸発散量(通常モード・月単位)の計算 
林地の直接流出量・蒸発散量・ 

水資源涵養量（月単位） 

 

 

（2）入力データの説明 

 

1）「直接流出量の計算」セクション 

 

 

1-1. 年降水量[mm/年] 

1-2. 地質区分（「中古生代」、「第三紀」、「第四紀」、「花崗岩類」から選択） 

1-3. 降水量の標高補正をしますか？（「はい」「いいえ」から選択） 

1-4. 降水量観測点の標高[m]（1-3. が「はい」の場合） 

1-5. 対象林地の標高[m]（1-3. が「はい」の場合） 

（1-6～1-10 は計算結果セクションに配置されてます。） 

1-11. 対象林地の面積[ha]（算出結果を水高[mm/年]から水量[m3/年]へ水量換算するために必要） 

  

入力

1814 mm/年

中古生代

1-3. 降水量の標高補正をしますか？ はい

1-4. 降水量観測点の標高 325 m

1-5. 対象林地の標高 380 m

標高

📝  年降水量と地質

1-1. 年降水量

1-2. 地質区分

項目

0.84 ha1-11. 対象林地の面積
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2）「蒸発散量の計算」セクション 

 

 

・計算種別（［通常］［試算］［計算しない］から選択） 

 

・計算種別が［通常］の場合の入力項目 

2-2. 林地タイプ（「常緑針葉樹」「落葉針葉樹」「常緑広葉樹」「落葉広葉樹」から選択） 

2-3. 立木密度[本/ha] 

2-4. 平均胸高直径[cm] 

2-5. 平均樹高[m]（2-2.が「常緑広葉樹」「落葉広葉樹」の場合） 

2-7. 降水量を降雨と降雪に分離しますか？（「はい」「いいえ」から選択） 

2-8. 気温の標高補正をしますか？（「はい」「いいえ」から選択） 

2-9. 気温観測点の標高[m] （2-8. が「はい」の場合） 

2-10. 対象林地の標高[m] （2-8. が「はい」の場合） 

 

・計算種別が［試算］の場合の入力項目 

2-1. 対象林地がある場所（表 3 の地方区分から選択） 

常緑広葉樹

783 本/ha

32 cm

18 m

2-4. 平均胸高直径

2-5. 平均樹高

⁴  通常（月単位）

林分情報

2-2. 林地タイプ

2-3. 立木密度

？

？

2-1. 対象林地がある場所

⁴  試算（年単位）

項目

関東甲信(東京、栃木、群馬、埼玉、茨城、千葉、神奈川、長野、山梨)

入力

計算種別を選択 ṕ Ṗṕ Ṗ ？

はい

はい

325 m

380 m

📝  気温補正と雪の処理

標高

2-8. 気温の標高補正をしますか？

2-9. 気温観測点の標高

2-10. 対象林地の標高

2-7. 降水量を降雨と降雪に分離しますか？ ？

？

？
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表 3 地方区分 

 

 

3）「蒸発散量(通常モード・月単位)の計算」セクション 

 

・蒸発散量(通常モード・月単位)の入力項目 

・計算開始年・月 

・月別平均気温[℃] 

・月別降水量[mm/月] 

  

2006 年 4 月

📝  計算開始年・月

？

年 月 平均気温(℃) 降水量(mm/月)

2006年 4月 8.7 91.6

2006年 5月 14.6 194

2006年 6月 18.2 208.2

2006年 7月 21.3 333.1

2006年 8月 23.3 98.8

2006年 9月 19.7 211

2006年 10月 15.5 230.4

2006年 11月 10.6 86.3

2006年 12月 5.7 160.8

2007年 1月 0.7 51.1

2007年 2月 2.7 76

2007年 3月 5.1 73
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（3）計算結果の説明 

 

1）「直接流出量の計算」セクション 

 

 

1-6. 標高補正後の年降水量[mm/年] 

 「1-3. 降水量の標高補正をしますか？」で「はい」を選択した場合、以下の式で「1-1. 年降水

量[mm/年]」に標高補正を行う。「いいえ」の場合は「1-1. 年降水量[mm/年]」の値がそのまま

標高補正後の降水量となる。 

𝑃 = 𝛼(ℎ − ℎ𝑎) + 𝑃𝑎 

𝑃：標高補正後の降水量[mm/年]、𝛼：増加率[mm/m]（𝛼 = 𝐶𝑃𝑎、𝐶 = 4.7 × 10−4）、 

ℎ：対象林地の標高[m]、ℎ𝑎：降水量観測点の標高[m]、𝑃𝑎：降水量観測点の降水量[mm/年] 

1-7. 年間のイベント積算降水量[mm/年] 

図 2 の回帰式から、「1-6. 標高補正後の年降水量[mm/年]」を降水～流出イベントに寄与する

降水量のみの年積算降水量(mm)に変換した値。 

𝑃𝑒𝑣𝑒 = 0.6473𝑃 − 138.67 

𝑃𝑒𝑣𝑒：年間のイベント積算降水量[mm/年]、𝑃：標高補正後の降水量[mm/年] 

 

図 2 年降水量をイベント降水の年積算降水量に変換する回帰線 

1861 mm/年

1066 mm/年1-7. 年間のイベント積算降水量

1-6. 標高補正後の年降水量

298 mm/年

931 mm/年

632 mm/年

1-9. 裸地(はげ山)：年間の直接流出量

▼ 計算結果 ▼

1-10. 差分：裸地(はげ山)－林地

1-8. 林地：年間の直接流出量

2,505 m3/年

7,817 m3/年

5,312 m3/年1-14. 差分：裸地(はげ山)－林地

1-12. 林地：年間の直接流出量

1-13. 裸地(はげ山)：年間の直接流出量
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1-8. 林地：年間の直接流出量[mm/年] 

 地質別に用意した図 3 の流出量曲線から、「1-7. 年間のイベント積算降水量[mm/年]」を年積

算流出量に変換した値。表 4 に示すように、各地質区分における𝑄の算出式は、ある𝑃𝑒𝑣𝑒の値を境

目に変化する。地質が分からない場合は「地質なし」を選択しても良いが、最も水資源涵養量が

少なくなる地質が選ばれる。 

表 4 林地における年間直接流出量の算出式 

地質区分 算出式 

第三紀 
𝑃𝑒𝑣𝑒 ≤ 1306 𝑄 = 0.4377𝑃𝑒𝑣𝑒 − 80.17 

𝑃𝑒𝑣𝑒 > 1306 𝑄 = 0.6433𝑃𝑒𝑣𝑒 − 348.65 

第四紀 
𝑃𝑒𝑣𝑒 ≤ 1346 𝑄 = 0.2609𝑃𝑒𝑣𝑒 − 56.98 

𝑃𝑒𝑣𝑒 > 1346 𝑄 = 0.4249𝑃𝑒𝑣𝑒 − 277.72 

花崗岩類 
𝑃𝑒𝑣𝑒 ≤ 1343 𝑄 = 0.3768𝑃𝑒𝑣𝑒 − 58.83 

𝑃𝑒𝑣𝑒 > 1343 𝑄 = 0.5443𝑃𝑒𝑣𝑒 − 283.80 

中古生代 
𝑃𝑒𝑣𝑒 ≤ 1323 𝑄 = 0.3501𝑃𝑒𝑣𝑒 − 75.01 

𝑃𝑒𝑣𝑒 > 1323 𝑄 = 0.5524𝑃𝑒𝑣𝑒 − 342.65 

※𝑄：年間の直接流出量[mm/年]、𝑃𝑒𝑣𝑒：年間のイベント積算降水量[mm/年] 

 

図 3 地質別年単位の流出量曲線 

1-9. 裸地：年間の直接流出量[mm/年] 

 裸地の直接流出率を降水量比 0.50 として、「1-7. 年間のイベント積算降水量[mm/年]」に 0.50

を乗じた値。 
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1-10. 差分：裸地－林地[mm/年] 

 「1-9. 裸地：年間の直接流出量[mm/年]」から「1-8. 林地：年間の直接流出量[mm/年]」を

差し引いた値。林地と裸地を比較することで、林地を森林として維持し続けたときの効果、すな

わち林地による表面流出の抑制量を近似的に評価できる。 

1-12. 林地：年間の直接流出量[m3/年] 

 「1-8. 林地：年間の直接流出量[mm/年]」に「1-11. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/

年]から水量[m3/年]に換算した値。 

1-13. 裸地：年間の直接流出量[m3/年] 

 「1-9. 裸地：年間の直接流出量[mm/年]」に「1-11. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/

年]から水量[m3/年]に換算した値。 

1-14. 差分：裸地－林地[m3/年] 

「1-10. 差分：裸地－林地[mm/年]」に「1-11. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/年]か

ら水量[m3/年]に換算した値。 

 

2）「蒸発散量の計算」セクション 

 

2-11. 林地：年蒸発散量[mm/年] 

・計算種別が「通常」の場合 

 「蒸発散量(通常モード・月単位)の計算」セクションで算出した月別の蒸発散量を年積算した値。 

・計算種別が「試算」の場合 

 「2-1. 対象林地がある場所」で選択した地方区分であらかじめ準備した気温、降水量データか

ら算出した、その地方区分で最大となるであろう蒸発散量。 

2-12. 林地：水資源涵養量[mm/年] 

 「1-6. 標高補正後の年降水量[mm/年]」から「林地：年間の直接流出量[mm/年]」と「2-11. 

林地：年蒸発散量[mm/年]」を差し引いた値。 

726 mm/年

837 mm/年

裸地(はげ山)の場合 186 mm/年

651 mm/年

▼ 計算結果 ▼

林地の場合
2-11. 年蒸発散量

2-12. 水資源涵養量

2-13. 水資源涵養量

2-14. 差分：林地－裸地(はげ山)

？

？

？

？

6,101 m3/年

7,028 m3/年

裸地(はげ山)の場合 1,563 m3/年

5,465 m3/年

2-16. 年蒸発散量

2-17. 水資源涵養量

2-18. 水資源涵養量

林地の場合

2-19. 差分：林地－裸地(はげ山)

？

？

？

？

0.84 ha2-15. 対象林地の面積 ？



26 
 

2-13. 裸地：水資源涵養量[mm/年] 

 「1-9. 裸地：年間の直接流出量[mm/年]」で裸地の直接流出率を降水量比 0.5 とし、また、裸

地の蒸発率には降水量比 0.4 を採用したため、裸地の水資源涵養量は「1-6. 標高補正後の年降水

量[mm/年]」に降水量比 0.1 を乗じた値となる。 

2-14. 差分：裸地－林地[mm/年] 

「林地：水資源涵養量[mm/年]」から「2-13. 裸地：水資源涵養量[mm/年]」を差し引いた値。

林地と裸地を比較することで、林地を森林として維持し続けたときの水資源涵養量の増分を評価

できる。 

2-15. 対象林地の面積[ha] 

 「1-11. 対象林地の面積[ha]」の値と同じ。算出結果を水高[mm/年]から水量[m3/年]へ水量換

算するために必要。 

2-16. 林地：年蒸発散量[m3/年] 

「2-11. 林地：年蒸発散量[mm/年]」に「2-15. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/年]

から水量[m3/年]に換算した値。 

2-17. 林地：水資源涵養量[m3/年] 

「2-12. 林地：水資源涵養量[mm/年]」に「2-15. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/年]

から水量[m3/年]に換算した値。 

2-18. 裸地：水資源涵養量[m3/年] 

 「2-13. 裸地：水資源涵養量[mm/年]」に「2-15. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/年]

から水量[m3/年]に換算した値。 

2-19. 差分：裸地－林地[m3/年] 

 「2-14. 差分：裸地－林地[mm/年]」に「2-15. 対象林地の面積[ha]」を乗じ、水高[mm/年]

から水量[m3/年]に換算した値。 

・計算結果まとめ（年単位）の表 

 「1-6. 標高補正後の年降水量[mm/年]」「1-8. 林地：年間の直接流出量[mm/年]」「2-11. 林

地：年蒸発散量[mm/年]」「2-12. 林地：水資源涵養量[mm/年]」と降水量比率[%]を示している。 

 

 

 

グラフは表の値を棒グラフにしたもの。 

 

 

降水量 直接流出量 蒸発散量 水資源涵養量

1861 298 726 837

100% 16% 39% 45%
年間

▼ 計算結果まとめ （年単位 mm/年）▼ ？
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3）「蒸発散量(通常モード・月単位)の計算」セクション 

 

・着葉 1/落葉 0 

 温度データに基づき着葉および落葉を自動で判定し、0～1 の範囲の値を付与する。着葉と落葉

のちょうど境目となる月は月内の着葉/落葉日数に応じて小数点の値となる。この値に応じて按分

し、月内の着葉日数、落葉日数それぞれの遮断量を足しあわせる。 

 着葉/落葉の判定には有効積算温度（ Nagai et al., 2015 1）を用いる。判定は日単位で月平均

気温を各月 15 日に割り当て、月間を内挿補間して日気温を設定する。表 5 に示す有効積算温度

により着葉日と落葉日をそれぞれ決め、着葉期間、落葉期間を設定する。月平均気温を 12 か月＝

1 年分入力すると、エクセル計算シートにより自動で判定される。 

表 5 着葉・落葉日の判定方法 

 積算開始日 積算する温度 判定基準 

着葉の判定 9 月 1 日 日平均気温－18℃ 積算値が－200℃に達する日 

落葉の判定 1 月 1 日 日平均気温－2℃ 積算値が＋200℃に達する日 

・計算結果まとめ（月単位）の表 

① 平均気温[℃] 

 「2-8. 気温の標高補正をしますか？」で「はい」を選択した場合、以下の式で月平均気温に標

 
1 Nagai S, Saitoh TM, Nasahara KN Suzuki R. (2015) Spatio-temporal distribution of the timing of 

start and end of growing season along vertical and horizontal gradients in Japan. International 
Journal of Biometeorology 59; 47–54. 

着葉1/落葉0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

年 月 平均気温(℃) 降雨量(mm/月) 降雪量(mm/月) 蒸散＋遮断 蒸散量 遮断量

2006年 4月 8.3 94.0 0.0 0.0 15.1 45.1 29.8 15.4 33.8

2006年 5月 14.2 199.0 0.0 0.0 31.9 70.2 37.7 32.5 96.9

2006年 6月 17.8 213.6 0.0 0.0 34.2 75.5 40.6 34.9 103.9

2006年 7月 20.9 341.7 0.0 0.0 54.8 101.4 45.6 55.8 185.6

2006年 8月 22.9 101.4 0.0 0.0 16.2 64.5 47.9 16.6 20.6

2006年 9月 19.3 216.5 0.0 0.0 34.7 77.6 42.3 35.4 104.1

2006年 10月 15.1 236.4 0.0 0.0 37.9 77.4 38.8 38.6 121.1

2006年 11月 10.2 88.5 0.0 0.0 14.2 46.4 31.9 14.5 27.9

2006年 12月 5.3 165.0 0.0 0.0 26.4 54.2 27.2 27.0 84.3

2007年 1月 0.3 17.5 34.9 34.9 8.4 35.7 21.4 14.3 8.3

2007年 2月 2.3 48.4 29.6 29.6 12.5 39.0 21.4 17.6 26.4

2007年 3月 4.7 72.1 2.8 2.8 12.0 39.2 26.5 12.7 23.7

▼ 計算結果まとめ （月単位）▼

水資源涵養量

(mm/月)

蒸発散量(mm/月)直接流出量※1

(mm/月)

融雪水量

(mm/月)

気象データ

グラフは上表の値を折れ線

＋棒グラフにしたもの。 
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高補正を行う。 

𝑇 = 𝑇𝑎 − 0.0065(ℎ − ℎ𝑎) 

𝑇：標高補正後の月平均気温[℃] 、𝑇𝑎：気温観測点の月平均気温[℃]、 

ℎ：対象林地の標高[m]、ℎ𝑎：気温観測点の標高[m] 

② 降雨量[mm/月]、降雪量[mm/月] 

 「1-3. 降水量の標高補正をしますか？」で「はい」を選択した場合、以下の式で月降水量に標

高補正を行う。「いいえ」の場合は「1-1. 年降水量[mm/年]」の値がそのまま標高補正後の月降

水量となる。 

𝑃 = 𝛼(ℎ − ℎ𝑎) + 𝑃𝑎 

𝑃：標高補正後の降水量[mm/年]、𝛼：増加率[mm/m]（𝛼 = 𝐶𝑃𝑎、𝐶 = 4.7 × 10−4）、 

ℎ：対象林地の標高[m]、ℎ𝑎：降水量観測点の標高[m]、𝑃𝑎：降水量観測点の降水量[mm/年] 

・「2-7. 降水量を降雨と降雪に分離しますか？」で「はい」を選択した場合 

 標高補正後の月降水量𝑃を、標高補正後の月平均気温𝑇に基づき月降雨量と月降雪量に按分する。

太田（1989）2の図（図 4）から回帰線を定め、降雨/降雪割合を採用する。 

 

図 4 日平均気温に応じた降雪割合[%] 

・「2-7. 降水量を降雨と降雪に分離しますか？」で「いいえ」を選択した場合 

 標高補正後の月降水量𝑃がそのまま月降雨量となり、月降雪量はすべての月で 0[mm/月]。 

③ 融雪水量[mm/月] 

泉ら（2005）3の融雪モデル Degree-day 法により、日最大融雪量𝑆𝑀を算出した。 

𝑆𝑀 = 𝐾 × 𝑇 

𝐾: 融雪係数[mm 日⁄ ℃⁄ ]、𝑇: 0℃以上の日平均気温[℃] 

泉らによると、図 5 より融雪係数𝐾は 1998～1999 年において西日本が 4～6[mm 日⁄ ℃⁄ ]、東

日本が 3～5[mm 日⁄ ℃⁄ ]の範囲であった。ここでは一律 4[mm 日⁄ ℃⁄ ]として𝑆𝑀を算出する。 

 
2 太田岳史(1989)：気温および降水量による山地積雪水量の経時変化の推定，雪氷, 51(1), 37-48. 
3 泉宏和・風間聡・戸塚岳大・沢本正樹(2005)：全日本の積雪水量，積雪深，全層積雪密度分布推定，水工学論

文集, 49, p.301-306. 
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＜日融雪量[mm/日]算出の手順＞ 

手順 1） 

月平均気温を各月 15 日に割り当て、月間を内挿補間して日気温[℃]を設定する。 

手順 2） 

月降雪量[mm/月]をその月の日数で割り、日降雪量[mm/日]とする。 

手順 3） 

落葉判定の計算開始と同じく、9 月から融雪モデル Degree-day 法により日単位の日最大融雪

量𝑆𝑀[mm/日]を算出する。 

日降雪量＜日最大融雪量𝑆𝑀のとき 

→日融雪量=日単位の降雪量 

日降雪量＞日最大融雪量𝑆𝑀のとき 

→日融雪量=𝑆𝑀、降雪量のうち融雪しなかった分（日降雪量-𝑆𝑀）は、次の日の降雪量に加算 

 

手順 3 を繰り返し、月単位に積算したものを融雪水量[mm/月]とする。 

 

図 5 東日本と西日本の融雪係数 

④ 直接流出量[mm/月] 

 直接流出量は年単位で算出されているため、月降雨量＋月融雪水量[mm/月]と年降水量[mm/

年]の比を用い、按分により月単位の直接流出量[mm/月]を算出する。 

⑤ 蒸発散量[mm/月] 

 計算された月単位の蒸散量と遮断蒸発量の合計。上層木の蒸散と遮断蒸発を対象とし、下層木

の蒸散および林床面蒸発は評価に含めない。 

⑥ 蒸散量[mm/月] 

 Tsuruta et al., 20194が提案する式を簡易化したものを用い、蒸散量[mm/月]を算定する。𝑄𝑡

は単木蒸散量であるため、立木密度[本/ha]に対象林地の面積[ha]を乗じて算出した対象林地内の

 
4 Tsuruta, K., Komatsu, H., Kume, T., Otsuki, K., Kosugi, Y., & Kosugi, K. I. (2019) Relationship 

between stem diameter and transpiration for Japanese cypress trees: Implications for estimating 
canopy transpiration. Ecohydrology, 12(5), e2097. 
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木の本数を𝑄𝑡に乗じることで林地全体の蒸散量に換算できる。 

𝑄𝑡 = 𝑄𝑡𝑟𝑒𝑓 ∙ 𝑓(𝑇𝑎) 

𝑄𝑡：単木蒸散量[cm3 day⁄ ]、 

𝑄𝑡𝑟𝑒𝑓：単木蒸散量の参照値[cm3 day⁄ ]（𝑄𝑡𝑟𝑒𝑓 = 849𝐷𝐵𝐻 − 7350）、 

𝑓(𝑇𝑎)：気象項（𝑓(𝑇𝑎) = 0.0244𝑇𝑎 + 0.4361）、 

𝐷𝐵𝐻：平均胸高直径[cm]、𝑇𝑎：標高補正後の月平均気温[℃] 

⑦ 遮断量[mm/月] 

 標高補正後の月降水量𝑃に遮断率𝑟を乗じて遮断量[mm/月]を得る。遮断率𝑟の算定は、

Komatsu et al., 20155（針葉樹）と Inokoshi et al., 20236（広葉樹）の方法による。 

𝐼𝑐 = 𝑟 ∙ 𝑃 

𝐼𝑐：遮断量[mm 月⁄ ]、𝑟：遮断率、𝑃：標高補正後の降水量[mm/月] 

＜針葉樹林の遮断率＞ 

𝑟 = 𝑘1{1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝑘2𝑁)} 

𝑟：遮断率、𝑘1および𝑘2[ha]：表 6 から決定、𝑁：立木密度[本/ha] 

表 6 𝑘1および𝑘2 

  𝑘1 𝑘2[ha] 

着葉期 
降雨 0.263 1.24 × 10−3 

降雪 0.406 2.11 × 10−3 

落葉期 降雨※/降雪 0.346 1.46 × 10−3 

       ※原著論文にはない項目で本資料独自に追加 

＜広葉樹林の遮断率＞ 

𝑟 = (
𝐻

𝑗1
)
𝑗2

 

𝑟：遮断率、𝑗1[m]および𝑗2：表 7 から決定、𝐻：樹高[m] 

表 7 𝑗1および𝑗2 

  𝑗1[m] 𝑗2 

着葉期 降雨/降雪※ 743 0.401 

落葉期 
降雨 380 0.539 

降雪 293 0.941 

       ※原著論文にはない項目で本資料独自に追加 

⑧ 水資源涵養量[mm/月] 

 降雨量[mm/月]と融雪水量[mm/月]の合計から直接流出量[mm/月]と蒸発散量[mm/月]を差

し引いた値。 

 
5 Komatsu, H., Shinohara, Y., & Otsuki, K. (2015). Models to predict changes in annual runoff with 

thinning and clearcutting of Japanese cedar and cypress plantations in Japan. Hydrological 
Processes, 29(24), 5120-5134. 

6 Inokoshi, S., Gomi, T., Chiu, C. W., Onda, Y., Hashimoto, A., Zhang, Y., & Saitoh, T. M. (2023). A 
watershed-scale evapotranspiration model considering forest type, stand parameters, and climate 
factors. Forest Ecology and Management, 547, 121387. 
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3.  森林による水資源涵養量の簡易評価手法の普及 

 

（仕様書） 

 自治体や企業等の関係者を対象としたセミナー（対面（１００人規模）・オンライン（３０

０人規模）同時配信、基調講演、パネラー（３名程度）による情報提供、パネルディスカッシ

ョン）を開催し、本事業の成果である上記（１）で策定された簡易評価手法及び解説資料の普

及を図ることとする。 

 なお、セミナー等については東京都内で開催を想定しており、具体的な実施内容等について

は、事前に林野庁担当者に十分な時間的余裕をもって提示し、了解を得た上で実施することと

する。 

 

（1）セミナー日時と会場 

 セミナーを下記日時にて実施した。 

 参加者数は会場とオンラインをあわせ 430名となった。 

 

2025 年 11 月 28 日（金） 13:30～16:00 

会場：木材会館 7F 大ホール 

 

 申込数 出席数 出席率 

会場参加 139 93 67% 

オンライン参加 443 337 76% 

合計 582 430 74% 

 

 

 

 

  

木材会館（東京木材問屋協同組合） 

〒136-0082 東京都江東区新木場 1-18-8 

TEL：03-5534-3111 FAX：03-5534-7711 

7F 大ホール 
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小坂長官による開会挨拶 

 

パネルディスカッションの様子 
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（2）登壇者とセミナー内容 

 セミナーの登壇者（講演およびパネリスト）は以下メンバーである。 

 

趣旨説明 藤田 聡 林野庁治山課（課長補佐） 

講演１ 瀬田玄通 サントリーホールディングス（株）（部長） 

講演２ 篠原慶規 宮崎大学農学部（准教授） 

ファシリテータ 五味高志 名古屋大学大学院（教授） 

パネリスト１ 長野麻子 （株）モリアゲ（代表） 

パネリスト２ 久保田多余子 森林総合研究所（チーム長） 

パネリスト３ 村上幸一郎 林野庁治山課（課長） 

司会 大野亮一 国土防災技術（株） 

 

 セミナーでは「解説資料」スライドをベースに趣旨説明、講演１、講演２でその内容を紹介し、

パネルディスカッションにおいて活用法等に関する深掘りを行った。 

 趣旨説明では藤田補佐より、全体のアウトラインを説明、サントリー瀬田委員からは実際の流

域での計算例を紹介した。篠原委員からは科学的バックグラウンドについての解説を行った。 

 パネルディスカッションでは、市民の立場を代表する方としてモリアゲの長野代表、行政から

村上治山課長、学識経験者として森林総研の久保田委員にパネリストとして参加いただいた。

ファシリテータは五味委員長にお願いし、長野代表と久保田委員には各５分のプレゼンを行っ

た。 

 

13:30 開会挨拶 林野庁長官 小坂善太郎 

13:35 趣旨説明 「新たな定量化手法の背景とその活用について」 

 藤田 聡 

13:50 講演１ 「新たな定量化手法による計算結果の紹介と企業の活用方法」 

 瀬田玄通 

14:15 講演２ 「新たな定量化手法の学術的背景：蒸発散を中心に」 

 篠原慶規 

14:40 休憩+会場設営変更 （会場からの質問カード記入と提出） 

14:55 パネルディスカッ

ション 

「水源涵養機能の新たな定量化手法の可能性」 

ファシリテータ：五味高志 

パネリスト：５名 

長野麻子 

久保田多余子 

村上幸一郎 

篠原慶規 

瀬田玄通 

15:55 閉会挨拶 林野庁監査官 市川裕子 

16:00 閉会 合計 2時間 30分 

 

 

パネルディスカッション＝50分 

各5分プレゼン×2＝10分 
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（3）セミナーの周知について 

 セミナーを開催するにあたっては、プレスリリース向けの資料（チラシ）を作成し、内閣官房

水循環政策本部の『企業の健全な水循環の取組に関する有識者会議』とも連携し、同本部が運営

するメーリングリスト等により周知をはかった。 

申込用 HP：http://shinrin-seminar.jp/ 

 

 

プレスリリース用チラシ（表面） 

http://shinrin-seminar.jp/
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プレスリリース用チラシ（裏面） 
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（4）オンライン配信の運営について 

 セミナーは会場討議とオンライン配信のハイブリッド型とし、オンライン参加者は最大で 400

名の規模で準備をした。 

 

（5）セミナー後の対応 

 セミナー終了後は、当日の発表資料 PDF を Web 公開し、ダウンロードできるようにした。 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/suigen/suigen/seminar.html 

 

 

（6）アンケート 

 セミナーに参加いただいた方には、メールでアンケートリンクを送付し、セミナーに関する意

見・コメントを収集した。アンケート結果は巻末資料に掲載した。 

 

（7）学会発表 

 日本森林学会の大会が 2026 年 3 月 16 日～3 月 19 日に筑波大学・つくば国際会議場で開催さ

れる。事務局より大野が発表者として、3 月 17 日に口頭発表を行った。 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/suigen/suigen/seminar.html
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4.  検討委員会の開催 

 

 本事業の目的を効果的かつ効率的に達成するため、本業務に関する専門的知見を有する有

識者５名以上からなる検討委員会を設置し、林野庁担当者の了解を得た上で決定する。検討委

員会は本事業期間中に３回程度（計画時・中間時・取りまとめ時）開催するとともに、勉強会

を２回程度開催する（Web での開催を想定）。 

 なお、委員の選定については、十分な時間的余裕をもって林野庁担当者に案を提示し、了解

を得た上で進めること。また、委員会の資料は、おおむね開催２週間前に資料案の方針を、１

週間前に案を林野庁担当者に提示し、了解を得ること。 

 

 検討委員会 

（1）検討委員会の構成 

検討委員会の構成メンバーは、継続案件でありこれまでの経緯を知悉していることから令和５

年度及び令和６年度の委員を踏襲する形を基本とする。その上で発注者とも協議した結果、森林

総研の久保田多余子チーム長を追加した下記の先生６名とした。 

・五味高志（委員長） 名古屋大学大学院 生命農学研究科（教授） 

・白木克繁      東京農工大学農学研究科 自然環境保全学部門（准教授） 

・篠原慶規      宮崎大学農学部 森林緑地環境科学科（准教授） 

・玉井幸治      （国研）森林総合研究所（研究ディレクター） 

・瀬田玄通      サントリーホールディングス（株）サステナビリティ経営推進本部（部長） 

・久保田多余子（新任）森林総合研究所 水流出管理担当チーム（チーム長） 

 

本事業では、水文データ流域として森林総研が管理する常陸太田流域のデータをメインとして

解析を実施している。簡易評価手法は国内および海外に向けて発信する内容であることから、デ

ータの利用方法やどういう使い方をしているかを森林総研と逐次共有するよう配慮するのが重要

である。その観点から森林総研で常陸太田流域観測の中心である久保田多余子チーム長に委員に

就任いただいた。 

 

（2）委員会の開催時期および開催方法 

 委員会は延べ３回、以下の日程で開催した。 

 第１回委員会は 2025 年 6 月 19 日に対面・Web 併用で実施した。過年度までの内容整理と今

後の方針を事務局より説明した。また、専門家ヒアリングの対象者と、セミナー日程と主要な登

壇者、役割分担等を確定した。 

 第２回委員会は 2025 年 11 月 6 日に対面・Web 併用で実施した。また、第１回から第２回委

員会までのあいだに専門家ヒアリング（原口氏、鈴木先生、中村先生）と第１回勉強会を実施し

た。第２回委員会では、専門家ヒアリングと第１回勉強会での内容を基に、事務局で簡易評価手

法とその解説資料の更新を行い、委員先生方に審議・指導をいただいた。 
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 2025 年 11 月 28 日のセミナーを経て、最後の第３回検討委員会を 2026 年 2 月 27 日に対

面・Web 併用で実施した。第３回では、解説資料の最終確認を行い、その後の対応（一般向けに

日本語版および英語版の解説資料公開とそのフォロー等）についても関係者で共有した。 

 

表 4-1 検討委員会の開催時期と内容 

回 
開催時期 
開催方法 

検討内容 

第１回 
2025 年 6 月 19 日 

ḱWeb  

・過年度までの内容整理と R7 年度の方針確認 

・専門家ヒアリング対象者、セミナーの日程と登壇者の調整 

・VWB ワーキング対応 

第２回 
2025 年 11 月 6 日 

ḱWeb  

・解説資料の具体内容の提示とその審議、指導 

・セミナーの議事進行、詳細内容の調整 

セミナー 2025 年 11 月 28 日 
・解説資料の内容を紹介するセミナー（一般公開） 

・講演およびパネルディスカッション 

第３回 
2026 年 2 月 27 日 

ḱWeb  

・解説資料の最終確認 

・公開後の対応（フォロー等）について 

 

（3）委員会議事録 

 委員会議事録は巻末にまとめて掲載した。 

 

 勉強会 

 本事業の内容は専門性が高く、委員から意見・指導をいただく機会が３回の検討委員会で十分

とはいえない。そこで、第１回委員会と第２回のあいだ、第２回委員会と第３回のあいだのタイ

ミングで、委員との勉強会を開き、ご意見・ご指導をいただく。ウェブ形式で２回を想定してい

たが、五味先生のはからいで分布型水文モデルについての勉強会が追加されたことで、合計３回

の勉強会を開催した。 

表 4-2 勉強会の開催時期と内容 

回 開催時期・方法 検討内容 

第１回 
（完了） 

2025年8月21日 

Web  

・専門家ヒアリング（水文、TNFD）結果の共有と修正方針 
・セミナー進行の詳細と追加パネリストの決定 

第２回 
（完了） 

2025年10月24日 

Web  

・前半：分布型モデル勉強会 
講師：(株)地圏環境テクノロジー田原氏と多田氏による講演 

 田原氏『(株)地圏環境テクノロジーの紹介』 
 多田氏『・神奈川県での水循環モデルの活用例 
    ・国土水循環モデルの高度化 
    ・全球水循環モデルの構築』 

・後半：セミナーに向けての解説資料内容の打合せ 

第３回 
（完了） 

2025年12月19日 

Web  

・セミナーの振り返りと解説資料公開後の活用法など 
・英語版についての意見確認 
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GETFLOWSの勉強会（第２回勉強会：2025.10.24） 

 五味先生が分布型水文モデルである GETFLOWS の開発元である(株)地圏環境テクノロジーと

知己であり、同社のエンジニアを招いての勉強会を Web で開催した。 

 VWB 2.0 では涵養量の水量推定に分布型水文モデル（SWAT）が推奨されている。SWAT は米

国で作成されたオープンソースソフトウェアで、近年国内においても研究者を中心に利用実績が

増えている。林野庁においても有明プロジェクトで SWAT を使った検討計算が実施されていて、

白木委員が蒸発散部分のコードを担当している。 

 GETFLOWS は国産の分布型水文モデルであり、国内ではコンサルタントが森林の水源涵養量

算定に使っている。サントリーも採用しているモデルである。 

 勉強会では、地圏環境テクノロジーの田原氏より同社の紹介とGETFLOWSの機能紹介があり、

その後、多田氏より神奈川県で実施された水循環モデルの活用例が紹介された。 

 

 その他：VWBワーキングとの連携 

 瀬田委員が LimnoTech 社とのコネクションを有し、LimnoTech 社には VWB 2.0 のワーキン

グメンバーがいることから、解説資料の英語版をレビュー（査読）してもらえる可能性がある旨、

申し出があった。日本での本事業による取り組みを VWB ワーキングメンバーに査読してもらう

ことで、現在の手法に対する海外からの評価・位置づけを得られるとの期待から、瀬田委員を仲

介として、査読の可能性を模索したが 100 万円以上の費用を要することと、時間的な問題、また、

VWB ワーキングメンバーとはいえ一個人での査読となることから、このタイミングでの査読依

頼については見合わせることとなった。 

 林野庁治山課から TNFD 日本事務局に解説資料ドラフトを提示し、TNFD 本部事務局につない

でもらうアプローチを目指す。 

 

 

5.  報告書及び報告書の概要の作成 

 

（仕様書） 

 上記（１）から（３）の内容や経緯等を本事業の成果として報告書にとりまとめ、かつ概要

（Ａ４用紙２枚程度）を作成する。 

 

 本報告書およびその概要版を作成した。 

 

 


